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経 済論叢(京 都 大学)第164巻 第4号,1999年10月

業績考課給 ・業績管理の展開 と

イギ リス人的資源管理

上 田 眞 士

1サ ーベイ調査の事実発見 と本論の課題

1業 績考課給 ・業績管理 に関す るサーベイ調査 の事実発見D

PSI調 査(Caseyetal.[1991]),IPM/NEDO調 査(La㎜ellandLong

[1991],CannellandWood[1992]),IPM/IMS調 査(BevanandTh⑪mpson.

[1992][1991])と い う,.イ ギ リス90年 代 前 半 に行 わ れ た 業 績 考 課 給 や 業 績 管

理(PM;PerformanceManagement>の 展 開 に 関 す る 三 つ の 代 表 的 な サ ーベ

イ調 査 の 事 実 発 見 や指 摘 を検 討 す る と,次 の 二 点 を確認 しう る。

第 一 に は,業 績 考 課 給(査 定 賃 金)2)は,ノ ン ・マ ニ ュ ア ル の 管 理 者 に限 ら

れ た 現 象 で は な く,ノ ン ・マ ニ ュア ル の非 管 理 者,更 に はマ ニ ュ アル従 業 員へ

と下 方 に広 が りつ つ あ る と い う こ とで あ る。 例 え ば,PSI調 査 は,調 査 時 点

(1990年4月)に お い て,調 査 され た 企 業 組 織 の2/3以.ヒ が ノ ン ・マ ニ ュア ル

の賃 金 を決 定 す るた め に業 績 考 課給 を活 用 して い る一 方 で,マ ニ ュ ア ル従 業 員

に 関 して もほぼ ユ/3の 企 業 組織 が業 績 考 課 給 を適 用 してい る こ とを明 らか に し

て い る3「。 ま た,IPM/NED〔 〕調 査 も,何 らか の 熟 練/半 熟 練/補 助 職 の従 業

1>業 績給 ・業績管理 に関するサーベ イ調査 につい ては,紙 幅の都合上,詳 論す ることがで きない。

別 に拙稿[1999]を 参.照されたい。

2)PSI調 査 では,業 績:考課給(pafり πma皿ue・elatedmeritpay)は,経 営 によ る個 人的業績 の査

定 に賃金 を結 びつけ,従 業.員の業績 査定に従 って諸 個人の賃金 を差異化 させ る方法であ り、個人

別 ボー ナスとは異な って基本賃金に累積され統合 される もので ある,と 定義 されてい る。以下,

本論で業績考課給 とい う場合,こ の定義に従 う。

3)PSI調 査 について は,Caseyet.1.[1991,PP.453-458を 参照。
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表1業 績 考 課 給 の部 門別 ・従 業.員 カ テ ゴ リー 別 適 用 状 況(適 用企 業比 率)

(単位=%)

民間部門 公共部門 製 造 業 サ ー ビス業

取締役/経 営執行陣 58 28 53 50

管理職 ・専 門職 66 34 59 58

秘書 ・事務職 56 10 46 44

熟練/半 熟練/補 助職 24 9 18 23

ベ ー ス(n) 274 79 171 187

出 所:CamdlandWood[1992],Table8.

員 に 対 して 業 績 考 課 給 を 適 用 して い る企 業 が 民 間 部 門 の 場 合 で24%(全 体

21%)に の ぼ っ τい る こ とを指 摘 し,業 績 考 課給 は マ ニ ュア ル従 業 員 へ と下 方

に浸 透 しつ つ あ る と結 論 して い る(表1参 照)"oIPM/IMS調 査 は,.唯 一,業

績 考 課 給 は な お マ ニ ュ ア ル従 業 員 に到達 して い る とは言 い難 い と してい るが,

一 方 で 下 方 に広 が る趨 勢 自体 は承 認 して い た%こ う した 諸 調 査 の 指摘 は
,業

績 考 課 給 は ノ ン ・マ ニ ュ アル 的現 象 で あ る とは言 い切 れ ない こ と,マ ニ ュ ア ル

従 業 員 に も適 用 可 能 で あ り実 際 に適 用 は拡 大 しつ つ あ る こ と,を 示 して い る と

言 え るで あ ろ う。

第 二 に確 認 し う る こ と は,イ ギ リス80年 代 に お け る 人 的 資 源 管 理(HRM)

や 業 績 管 理.(PM)の 展 開 は,そ の 内部 が均 一 な 一枚 岩 的 現 象 で は なか っ た と

い う こ とで あ る。 イ ギ リス労 働 力 の20%弱 を カバ ー す る大 規模 な調 査 とな っ た

IPM/IMS調 査 は,業 績 管 理 シ ス テ ム(PMS)の コ ァ を(a)企 業 目標 との 関連

で の部 門 目標 ・個 人 目標 の 設 定,(b)こ の 設 定 さ れ た 目標 に 向 け て の 業績 管理 行

動,〔C)目 標 達 成 の ラ イ ン管 理 者 に よ る考 課 と そ の 結 果 の報 酬 ・昇 進 ・教 育 訓

練 ・キ ャ リ ア開 発 とい っ た 人事 処 遇 へ の展 開 とい う 「業 績 管 理 サ.イ クル」(図

2参 照)に あ る と定 義 して い る。 そ の 上 で,こ の業 績 管 理 の シ ス テ ム の展 開 と

4)IPM/NEDOA査 に つ い て は,Can・ ・11・ndLo・ 募[1991],pp.詔一63及 びCam、eU。ndW。 。d

[1992],chap.2,chap.4-6を 参 照 。

5)BevanandThompson[1992],part1,PP.32-33.
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業績考課給 ・業績管理の展開とイギリス人的資源管理(435)115

い う文 脈 の 内 に業 績 考 課 給 な ど報 酬 シス テ ム を め ぐる動 向 や訓 練 ・人材 開発 を

め ぐる動 向 を位 置 づ け よ う と した 。 こ のIPM/IMS調 査 の 事 実 発 見 の ポ イ ン

トは,項1三 ら ぐ・そ い 為仕 事 の業 績 に従 って報 償 し,ま た ペ ナ ルテ ィを 与 え る業

績 考 課 給 の活 用(賃 金 の フ レキ シ ビ リテ ィの 向上)が 訓 練 ・.開発 目的 の た め の

業 績 考 課 の活 用(仕 事 の フ レキ シ ビ リテ ィの 向上)と 衝 突 す る可 能 性 を指 摘.し,

業 績 管 理 シ.ステ ム(PMS)の 展 開 が 異 な る二 つ の 径 路 を辿 りつ つ あ る と指 摘

し てい る こ とで あ る。IPM/IMS調 査 が 指 摘 す る第 一 の径 路 とは,業 績 考 課 給

を通 して個 人 業 績 の 管 理 を 組織 業 績 の変 革 に結 びつ け よ うとす る もの で あ り,

人事 管 理 を企 業 戦 略 に統 合 して い く過 程 にお け る 〈報 酬 主 導 的 統 合 〉(reward-

dエivenintegration)の 形 態で あ る。 こ の 〈報 酬 主 導 的統 合 〉 は,調 査 に よれ ば,

組 織 業績 の 変 革 とい う日 的 を追 求 す るた め にま た 活用 し うる教 育 訓 練 ・キ ャ リ

ア開発 な ど一連 の他 の 人 的資 源 諸 政 策 に よ り関 心 を 払 わ な い傾 向 に あ る とい う。

また,こ の く報酬 主 導 的 統 合 〉 は,UK使 用 者 の 間 で 「統 合 の 支 配 的 モ デ ル」

と して 出現 しつ つ あ る と言 わ れ て い る。IPM/IMS調 査 が指 摘 す る第 二 の径 路

とは,人 的 資 源 開 発 活 動 を 通 して企 業 組.織の長 期 的 目標 を達 成 す る こ と に重 点

を置 こ う とす る もの で あ り,人 事 管 理 を企 業 戦 略 に統 合 して い く過 程 にお け る

〈開発 主 導 的 統 合 〉(development・drivenintegration)の 形 態 で あ る。 調 査 に

よれ ば,こ の アプ ロー チ に おい て は,報 酬 的 次 元 は,能 力 開発 的指 向 を補 完 す

る一 つ の 手段 とは見 な され るが,統 合 の過 程 を支 配 す る もの とは 見 な さ れ な い。

また,こ の く開 発 主 導 的統 合 〉 は,少 数 の使 用 者 に よ って の み 企 て られ て い る

ア プ ロ ー チで あ る と言 われ てい る5)。先 に触 れ たPSI調 査 は,業 績 考 課 給 の 活

用 の あ り方 に 関 して,現 につ い て い る仕 事 の業 績 に従 って報 償 し,ま た ペ ナ ル

テ ィを与 え る とい う成 果 主 義 的 な活 用 の あ り方 を読 み とろ う とレ てい た。 こ っ

したPSI調 査 の 理 解 は,IPM/IMS調 査 の 言 う業 績 管 理 の 展 開 に お け る く報

酬 主 導 的 統 合 〉 とい う形 態 に沿 う もの と言 え るで あ ろ うη。 ま た,IPM/NEDO

6)以 上 のIPM/IMS調 査 に つ い て は,上 記 のBevanandThompson[1992]及 びBevanand

Thompson[1991」,pp.36-39を 参.照 。
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調査は,大 部分の考課書式には訓練 ・開発ニー ドを同定するセクションがあっ

.たことを確認した上で,組 織業績の改善を指向する際に業績考課給は単独で用

いられてはならないし,主 要な手段 とみなされてはならないと提言していた。

こうしたIPM/NEDO調 査の提言は,IPM/IMS調 査の言 う業績管理の展開

における く開発主導的統合〉 とい う形態の重要性を指摘 しているものであると

言えるであろう5〕。 イギ リス人的資源管理の全体像はつぎはぎ的であ り不完全

ではあるが,業 績考課給を軸とした く報酬主導的統合〉 と人材開発を軸 とした

く開発主導的統合〉という二つの形態の分岐が生み出されつつある,と 指摘す

るIPM/IMS調 査の事実発見が注目されるのである。

2本 論の課題

長らく停滞を示 したイギリス経済の中でその低生産性の 一原因とされてきた

イギリス的人事管理のシズテムは,80年 代に人的資源管理(HRM)の 台頭に

よって大 きな変化を経験.してきた と言われている。本論の課題は,多 元主義的

な労使関係の存在を前提にしていた従来型のイギリス人事管理のあり方に,変

化と改革の時代であった80年 代に実際にどのような変化が生 じたのか,業 績管

理の展開に二つの変種を見出 したIPM/IMS調 査の事実発見 に着 目す ること

を通 して明らかにしていくことである。その際,問 題となることは,IPM/IMS

調査の事実.発見では,言 われるところの業績管理の二つの変種が人事管理の戦

奪 略艦 合の要の位置を占めるライ滑 理のそれぞれどのような劫 方と結びつ

く もの で あ るgか 明 らか に さ れ て い な い,と い う こ とで あ る。 そ れ 故,以 下,

野 輩 本 論 で は,ラ イ ン管 理 の あ り方 に 焦 点 を 当 て て,〈 報 酬 主 導 的 統 合 〉 とは 何

乖..か?〈 開 発 主 導 的統 合〉 と は何 か?を 考 え,80年 代 以 降,実 際 に どの よ うな

労働 の 管 理 へ の ア プ ロ ーチ が 台 頭 して きた の か,考 察 を試 み た い。

τ
7)Caseyetal.[1991],p.458、

8)Cannel)andWood〔1992],p.106.
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業績考課給 ・業績管理の展開とイギリス人的資源管理

図1人 的資源管理への移行のモデ ル

(437)117

従業員の信念 や

想 定に働 きか け

る文化戦略1:副
競争の高揚 競争業績

人事管理 を特徴

づ ける戦 略的な

諸 目標脚

態度 ・行動 の変化

●コ ミッ トメン ト

●顧客指向

●品 質

●柔軟 な作業

ライン管理者 を

.前面 に押 し出す

構造変化(C:1

一連の人事管理

諸手段の変化旧1

労 使 関 係 へ の 含 意

出 典:Stoleア[1993],Figure1及 びp.531の 記 述 よ り作 成 。

II業 績管理の展開における 〈報酬主導的統合〉 と く開発主導的統合〉

1人 的資源管理 と業 績管理一 人事管理 の戦略的統合の多様性

人 事 管 理 へ の 弁 別 的 な ア プ ロ ー チ を 意 味 す る人 的資 源 管 理(F-RM)は,4

つ の 主 要側 面 か ら成 り立 って い る と指 摘 され て きた 。 図1は,伝 統 的 な 人事 管

理 か らHRMへ の 移 行 に 関 す る,Storey[1993]に よ る モ デ ル化 で あ る。 この

図1で は,ま ず 人 的資 源 管 理 の引 き金 が 製 品 市 場 に お け る競 争 の 拡 大 と して示

され て い る。 人 的資 源 管 理 の4つ の 主 要 側 面 の 一 つ で あ る囚 「人 事 管 理 を特 徴

づ け る戦 略 的 な諸 目標 」 は,こ う した 新 た な 競 争 の 拡 大 に対 す る企 業 の戦 略 的

な反応 で あ り,競 争 優 位 を勝 ち取 ろ うとす る企 業計 画 と人事 管理 との 明確 な結

合 関係 の こ とを 意味 す る もの で あ る。 そ して,こ う した(A)「 人事 管理 を特 徴 づ

け る戦 略 的 な諸 目標 」 か ら.圖 「従 業 員 の 信 念 や 想 定 に働 きか け る文 化 戦 略 」

や(c)「 ラ イ ン管 理 者 を前 面 に押 し出 す 構 造 変 化 」の喋 績 考 課 給 ・訓 練 ・コ ミュ

ニ ケ ー シ ョン とい った 「一.一連 の 人 事 管 理 諸 手段 」 が展 開 され る こ とが 示 され て

い る。Storeyは,こ れ ら4つ の.主要側 面(A)〔BXC)(D)を伝 統 的 な 人 事 管 理 と人 的

資 源 管 理 を 区別 す る基 準 で あ る と考 え て い る%

9)Storey[1992],PV.34-3呂.
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図2業 績 管理 シ ス テ ム の モ デ ル

企業戦略の決定

幅i凱iDns血t¢ 呂y㎞n皿

毒門 目標 の 決 定企 業 ・

Objectivesdefinition

個 人 目 標 の 設 定

Performancepla皿 血9 、

業 績 考 課

Por長)rman¢eappraisal

業 績 管 理 行 動

PΩrfDr㎜comaoagじm。n　

ノ
判定的側 面」udg瓜;

昇 進 計 画

SUCじes$ionpl㎜ing

規 律 ・ 懲 戒

Dis6ipl血 ビ

指導 的側面Coaching

人 材 開 発

Develop..[

キ ャ リア ・バ ス設 定

CareerpafMng

且
⇒ 企 業 業 績 の 改 善

㎞P田v㎝or脚 関心on田 面rform孤 じe

..出 所:BevanandThompson[1992],Figure1.1よ り 作 成 。

他 方,業 績 管 理(PM)は,一 般 に,企 業 目標 や 部 門 目標 との 関 連 で 各 人 の

目標 を設 定 し,作 業 の実 行 を経 て その 目標 に対 す る達 成 度 を ライ ン管 理者 が考

課 し,そ の 結 果 を各 人 に フ ィー.ドバ ック しなが ら報 酬 や 昇 進,教 育 訓練,キ ャ

リア 開.発な ど の処 遇 に 役 立 て て行 くも の と理 解 され て い るm1(図2参 照)。 換

言 す るな ら,業 績 管 理 の シス テ ム は,ラ イ ン管 理 者 によ る考 課 を 軸 に 人 的資 源

管 理 の 様.々な 人事 管 理 手 段 を統 合 し,更 に こ う して 統 合 さ れ た 人 事 管 理 を よ り

密 接 に企 業 組 織 の ビジ ネ ス 目標 ・企 業 戦 略 に統 合 して い く もの に他 な らな い 且%

10)例 えば,黒 田[1994],49ペ 一望。
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それ故,人 的資源管理(HRM)が,労 働力を価値ある戦略的な資源 として取

り扱 うという点で伝統的な人事管理から新たな入事管理のあり方を区別 してい

く,弁 別的な人事管理へのアプローチを示す概念であるとするならば.業 績管

理のシステムは,そ の人的資源管理の枠内にあって,ラ イン管理者を軸に人事

管理の戦略的統.合を進める具体的機構を担 うものと言いうるであろう。しかし,

ここで注意すべきことは,環 境変化に対 して,特 定の企業組織の反応は.多様で

あり企業は異なった戦略を開発 しうるので,業 績管理の担 うライン管理者を軸

とした人事管理の戦略的統合もまた多様であ り得るということである1㌔ 顕著

に相違ナる人事管理の戦略的統合のあ り方が同一..一の人的資源管理や業績管理 と

いう術語の下に包括されうるのである。先の 〈報酬主導的統合〉 と く開発主導

的統合〉という業績管理の二つの変種 も,こ のような文脈の上に位置つ くもの

と言えるであろう。

2〈 報酬主導的統合〉 〈開発主導的統 合)と は何 か?を 考 える要点

IPM/1M5調 査 を通 して見 出 され 準,イ ギ リス業 績 管 理 の 展 開 に お け る二 つ

の 変 種 は,業 績 管 理(PM)の 担 う ラ イ ン管 理 者 を軸 と した 人 事 管 理 の戦 略 的

統合は多様であ り得 るとい う文脈の上に位置つ くものであっ牟。従って.〈報

酬 主 導 的 統 合 〉.とは何 か?〈 開発 主 導 的統 合 〉 と は何 か?を 考 え る要 点 は,こ

の よ うな業 績 管 理 に お け る双 方 の 形 態 の展 開が それ ぞれ ど の よ う な ラ イ ン管 理

の あ り方 の変 化 と結 びつ い て い る の か を 明 らか にす る こ とに あ る。

まず,戦 後 期 の イ ギ リス的 慣 行 にお け る人事 管理 や ライ ン管 理 の あ り方 を確

認 す る上 で は,機 械 工 業 で の 個 数 賃 金 シス テ ム を め ぐる 職場 労使 関係 の あ り方

を描 い たBrown[1973]が 有 益 で あ る。Brown[1973]の 描 い た ラ イ ン管 理 の

あ り方 は,一 つ に は,か?て の 懲 戒 ・解 雇 の権 限 を 失 った フ ォ ア マ ンが ス ケ

ジ ュ ー ル通 りの 生 産 や操 業 の維 持 を優 先 して,個 数 賃 金 をめ ぐる取 引 で ス チ ュ

11)BevanandThompson[1992]、p.53..

12}WoodandA[banese[】9951,p.217.
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ワ ー ドに譲 歩 す る こ とで部 下 の協 調 を得 よ う とす る,そ の よ う な現場 監督 者 の

行 動 のあ り方 で あ る。 また,一 つ に は,ス チ ュワ ー ドが 作 業 ・賃 金記 録 を管 理

す る仕 事 を掌 握 し,一 方 フ ォ アマ ンが 道 具 や 原 材 料 の 流 れ を世話 す る とい う よ

うな スチ ュ ワー ドと現場 監 督者 との密 接 な協 働 関 係 を,適 切 な 品 質 の 製 品 が得

られ 賃 金 支 払 い が 大 きす ぎな い 限 り工 場 管 理 責 任 者 が これ を承認 す る とい っ た,

労 働 の 管 理 に積極 的 に 関わ り合 い を持 と うと しな い 上級 管理 者 の行 動 の あ り方

で あ る13}。こ う したBrown[1973]の 描 く ラ イ ン管 理 の あ り方 は,現 場 監 督 者

の あ り方 に即 して言 うな ら,人 事 管 理 部 門 の確 立 や シ ョ ップ ・ス チ ュ ワー ドら

に よ る職 場 団体 交 渉 の確 立 に よ って 「50年代 後 半か ら フ ォ アマ ンの地 位 はめ っ

き り低 下 した 。採 用 ・解 雇 は,工 場 人事部 の仕 事 とな り,配 下 の労 働 者 集 団 の

作 業 管理 につ い て は,労 働 者 集 団 との 合 意 な しに は不 可 能 とな った」 こ とを見
'
い だ して きた 日本 人研 究 者 に よ る これ ま で の職 場 労 使 関係 調 査 の成 果 と も整 合

して お り,説 得 力 を 有 して い る1㌔ そ れ故,.ヒ 級 管 理 者 に お い て は労 働 の 管 理

へ の コ ミ ッ トメ ン トが 低 い こ と,第 一 線 の現 場 監督 者 に おい て は スチ ュ ワー ド

を チ ャ ンネ ル と した 間接 的 な コ ミュニ ケー シ ョンや....一時 的 取 引(trade-off)を

介 して単 に同 意 を確 保 す る とい う取 引主 義 的(transactional)な 管理 に特 徴 づ

け られ て い た こ と,こ れ らが 戦後 期 に お け る従 来 型 の ラ イ ン管 理 の あ り方 を特

徴 づ け る もの で あ った と言 い う るで あ ろ う。 こ う した 従 来 型 の ラ イ ン管 理 の あ

り方 か らの どの よ う な変 化が,業 績 管 理 に お け る 〈報 酬 主 導 的統 合 〉<開 発 主

導 的 統 合 〉 とい う双 方 の形 態 の展 開 とそれ ぞ れ 結 び つ い て い るの か が 問 わ れ る

ので あ る。

3業 績管理の展開における く報酬主導的統合〉

業績管理における 〈報酬 ト導的統合〉 とは,現 についてい る仕事の業績に

従 って報償 し,ま たペナルティを与える業績考課給を通して労働力の活用を強

13)Brown[1973],PP.158-174.

14)戸 塚[1952],工10ペ ー ジ 。 卜井[1993],83-100ペ ー ジ 。
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.め よ う とす る もので あ り,選 別 的 な.賃金 決 定 を通 して よ り効 率 的 な賃 金 の活 用

を実 現 しよ う とす る賃 金 の フ レキ シ ビ リテ ィへ の アプ ロー チ と結 びつ く もので

あ る こ とが 示 唆 され て きた 。 そ れ 故,こ れ が ライ シ管 理 の あ り方 の どの よ う な

変 化 と結 びつ い てい る のか を明 らか にす る こ とが,言 わ れ る と ころ の く報 酬 主

導 的統 合 〉 を考 え る要 点 で あ る6こ の よ うな 〈報 酬 主 導 的統 合 〉 の あ り方 に主

に光 を当 て る研 究 と して は,KesslerandPurcell[1四3コ を は じめ と したKessler

やPurcellら の 一 連 の 諸 論 考(Kessler[1994],KesslerandPurcell[1995],

Purcell[1991][1993])ヵ 宝示 口麦深 い 。

KesslerやPurcellら の 議 論 の ポ イ ン トの 第 一 は,KesslerandPurcell

[1993]が 民 間部 門 ・公 共 部 門 に わ た る9企 業 組 織 の事 例 研 究 を 通 して,業 績

考課 給 の導 入 とい う経 営 に よ る賃 金 シ ス テ ムの 選 択 行 動 の 背後 に,伝 統 的 な労

働 市 場 関 連 的 な 目標 だ けで な く,雇 用 関 係 の 再 構 築 を促 進 しよ う とす る経 営 目

標 が 存 在 して い る こ とを見 い だ して い る こ とで あ る。 こ こでKesslerandPur・

cell[1993]の 言 う労 働 市 場 関連 的 な 経 営 目標 と は,募 集 ・保 有 ・動 機 づ け に

関 わ る経 営 目標 の こ とで あ り,業 績 考課 給 を 通 して 企 業 が そ の 保 有 を望 む もの

に対 して は高 い報 酬 支 払 い に よ る適 切 な メ ッセ ー ジを 送 ろ う と し,企 業 が そ の

整理 を望 む もの に対 して は低 い 報 酬 支 払 い に よ る適 切 な メ ッセ ー ジ を送 ろ う と

す る経 営 目 標 の こ とで あ る15)。そ れ は,端 的 に言 え ば,短 期 的 な 業 績 結 果 に

従 って報 償 し,ま た ペ ナ ル テ ィを与 え る こ と を通 して 賃 金 と雇 用 の フ レキ シ ビ

リ テ ィの 向..ヒを 目指 す もので あ る。 短 期 的 な 成 果 主 義 の 強 化 と外 部 労働 市場 の

積 極 的 な 活用 とが 結 びつ い た,レ デ ィメ ー ドな労 働 力 に対 す る 〈コス ト最小 化

Σ 労 働 力 の 最 大 隈 活 用 〉 へ の ア プ ロ ー チ と言 え るで あ ろ デ)。 ま た,こ こ で

KesslerandPurcell[1993}の 言 う雇 用 関 係 の 再 構 築 を 図 ろ う とす る経 営 目標.

・と は,個 人 別 業績 に焦 点 を 当 て た業 績 考 課 給 を通 して,ラ イ ン管 理 の 強 化 に よ

15)KesslerandPurcell[1993],pp.19一 船.及 びKesslel[1994].PP.476-478.

16)短 期 的 な 成 果 主 義 の 強 化 と 外 部 労 働 市 場 の 積 極 的 な 活 用 と の 結 び つ きに つ い て は,佐 藻

[1999],10】 一115ペ ー ジ,に 示 唆 的 な 指 摘 が あ る 。
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る雇 用 関係 の個 別 化 を図 ろ う.とす る経 営 目標 の こ とで あ る。 業 績 考 課 給 は,個

人 に焦 点 を 当 て た人 事 管 理 手段 の 一部 と して,従 業 員利 益 は単 に労 働 組 合 行 動

に依 存 して い る ので は ない とい う メ ッセ ー ジを 送 りうる もので あ り,賃 金 決 定

.の領 域 で の労 働 組 合 の役 割 の縁 辺 化 と結 び つ き う る もので あ る。 また,業 績 考

課給 は,考 課 の過 程 を通 して 重 要 な賃 金 関 連 の 決定 を ライ ン管 理 の手 に置 く も

ので あ り,目 標 設 定 の過 程 を通 して ラ イ ン管 理 者 が従 業 員 との直 接 の一 対 一 の

関係 に入 る よ う促 す もので もあ る。 業 績考 課給 の有 す るま さ に そ の機 構 が,ラ

イ ン管理 の 強化 に よ る雇 用 関係 の個 別 化 とい う雇 用 関係 の根 本 的再 構 築 を含 ん

で い る とい うの で あ る'%業 績 考 課給 の この よ うな 活 用 の あ り方 の事 例 と して

は,BritishRailやBritishTelecomで の 管 理 者 層 へ の 業 績 考 課 給 の 導 入 が 賃

金 に 関 す る団体 交 渉権 の取 り消 しと直接 に結 びつ くもの で あ った こ とが イ ギ リ

ス で は 良 く知 られ て い る。KesslerandPurcell[1993]自 身 の 事 例 研 究 に おい..

て も,事 例 企 業 の うち少 な く と も3つ にお い て経 営 側 は 業績 考 課 給 を通 して意

識 的 に労 働 組 合 の力 を弱 め よ う と試 み て い た こ と,或 る新 聞 印刷 業 企 業 の事 例

で は よ り緩 慢 な労 働 組 合否 認 を 目的 に年 次 賃 金 交 渉 時 に業績 考 課 給 が 非 交 渉 課

題 と して 通告 さ れ た こ とが 確 認 され て い る。

KesslerやPurcellら の 議 論 が 示 唆 深 い 第 二 の ポ イ ン トは,短 期 的 な 業 績 結

果 に従 って報 償 しま た ペ ヂ ル テ ィを与 え る こ と を通 して レデ ィ メー ドな労 働 力

の 最 大 限 の 活用 を 図 ろ う とす る 目標 と雇 用 関係 の 再構 築 を 図 ろ う とす る経 営 目

標 が ラ イ ン管 理 の活 性 化 とい う文 脈 にお い て 分 か ち難 く結 びつ い て い る こ とを

示 唆 して い る こ とで あ り,そ う した 結 びつ きの 背後 に,近 年 の企 業 組 織 変 化 の

中 で の 「経 営 権 の 再 発 見 」 を 見 い だ し て い る こ と で あ るLδ〕。Purcellの 言 う

「経 営権 の 再発 見 」 とは,一 つ に は,環 境 変 化 へ の 適応 は テ イ ラー主 義 的 ・官

僚制的原理を捨てて権腹と責在を移譲き乳た車⊥あポ家に取 り替える場合に最

も良 く達 成 され う る とい う流 行 の ロ ジ ック に 関 わ る も ので あ り,プ ロ フ ィ ッ

17)KesslerandPu■ceU[1993],p.21及 びKessler[1994],p479.

18)Purcen[1993ユ,PP.6-13.及 びStorey[1993},P.539、
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ト.・セ ン ター や コ ス ト ・セ ン ター とい った もの に そ の表 現 を見 出 す もの で あ

るユ9)。ま た,Storey[1992]が 事 例 研 究 を通 して 明 らか に した よ うな,品 質 管

理 とい っ た スペ シ ャ リス ト ・スー パ ー バ イザ ー の地 位 が 廃 止 され,自 身の 領 域

に単 一 の 責任 を有 す る ゾ ー ン ・ス ー パ ー バ イ ザ ー の 責 任 に 置 き換 え られ る と

い っ た,現 場 監 督 者/第 一線 ラ イ ン管 理者 の ミニ ・ボ ス化 の動 きにつ なが る も

ので あ る3%そ れ は,経 営 トップ の戦 略 的 意 志 に 沿 って.シ ョ ップ ・フ ロ アー の

末 端 まで 直 接 に掌 握 しよ う とす る ラ イ ン管 理 の活 性 化 を意 味 す る もの で あ る と

言 え るで あ ろ う。 ま た.,Purcellの 言 う.「経 営 権 の 再発 見 」 と は,い ま 一 つ に

は,こ う した 構 成 ビジ ネス諸 単位 に対 す る企 業 レベ ルか らの 財 政 的 コ ン トロー

ル の 強 ま りの こ とを意 味す る2㌔ 財 政 的業 績 が 半 期 毎 に或 い は 四 半 期 毎 に 計 量

され る よ うな こ う した 状 況 の下 で は,ど れ ほ ど 自 身 の部 下 を 開発 す る の か と

い った よ うな こ とは,そ の管 理 者 が どれ ほ ど良 好 に ジ ョブ を行 って い るか の 重

要 な尺 度 で は な くな る。 短 期 的 な財 政 的 目標 ・生 産 目標 を達 成 す る こ とが 専 ら

ラ イ ン管 理 者 の仕 事 の本 質 的 要 素 と して 強調 され る こ と とな る22,。こ う した 目

標 を達 成 しよ う とす る現 場 ライ ン管 理 者 の 人 的 資 源 管 理 の 政 策 選 択 に お い て は,

短 期 的 結 果 に従 って報 償 しま たペ ナ ル テ ィを与 え る よ うな 業 績 考 課 給 の 活 用 を

通 して レ デ ィ メー ドな労 働 力 の最 大 限 の活 用 を図 る とい う選 択 と こ う した 労働

力 の 活用 過 程 の 障害 とな る集 合 的 な制 度 的 取 り決 め に対 す る 不 寛 容 とが結 びつ

か ざ るを得 な い ので あ る。

以上 のKesslerやPurcellら の研 究 を手 が か りに 明 らか と な る く報 酬 主 導 的

統 合〉 の特 徴 は,一 つ に は,ラ イ ン管 理 に よ る成 果 主 義 的 な 労働 の取 り扱 い を

強調 す る もので あ り,業 績 考 課 給 の 活 用 を 通 して レデ ィメ ー ドな 労働 力 の最 大

限 の活 用 を 図 る こ とに力 点 を置 こ う とす る もの で あ る とい う こ とで あ る。 ま た,

一 つ に は
,こ う した 労 働 力 の 活 用 過 程 の 障 害 とな る 労働 組 合 や集 合 的 な制 度 的

19〕

20)

21)

22)

Purじe1L[1991},P.39.

Storey[1992]、P,222.

Purce11[1993],pp.6-13,

こ の 点 に 関 し て は,StoreyandSisson[1993],V171を 参 照 。
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図3人 事 管理 ス タイ ル の分 類

(資源Resource)

鋼 従AMREm・loy一
挺eeDevelopment業

員
に 温 情 主 義Paternalist

対
す

コ ス ト最小 化る

態Costminimization度

価 品C。mm・dity)

車 元 主 義(Unitary)対 立 的Adversarial協 調 的Cooperative

労 働 組.合 な ど 集 合 的

制 度 に対 す る 態 度

注:1)マ トリ ッ クス 第 二 列 上段 の 《??》 は.紛 争 の制 度 化 的 な ア プ ロー チ の 下 で は,従 業 員 に

蝉 す る人 材 開 発 的 ア プロ ー チ は生 じ得 な い こ とを示 す 。

2)マ トリ ックス 第 三 列 下段 の く??》 は,コ ス ト最 小 化 的 な ア7ロ ー チ の 下 で は,協 調 的 な

集 合 的 関 係 は 生.じ 得 な い こ とを示 す 。

出所=KesslerandPurce11「1995],Figum11.1よ り作 成 。

〈精 巧 な 人 間 関 係 論>

Sophisticated

humanrelations

??
備 巧な協議的)
Sophisticated

consultative

《温 情 主 義 》

Paternalist

《現代 的温 情主 義》

M。dernpatema旺st

《伝 統 的>

Traditional

く取 引 主 義 的 な

制 度 主 義 》

Bargainedconstitu・

tional ??

取 り決 め に対 して,不 覚 審 に特徴 づ け られ る もの とな る とい う こ とで あ る。.そ.

して,一 つ に は,こ う した ア プ ロー チ も この資 源が 活 用 され る様 式 が 事 業 計 画

の 成功 に と って非 常 に重 要 で あ る とい う前 提 か ら出発 す る ので あ り,ラ イ ン管

理 の 活性 化 を軸 と した人 事 管 理 の戦 略 的 統 合 とい う枠 組 み と共存 し うる もので

あ る とい う こ とで あ る。 図3は,個 別 従 業 員 に対 す る態 度 を 人事 管理 の個 別 的

側 面 の尺 度 と し,労 働 組 合 の よ うな集 合 的 諸 制 度 に対 す る態 度 を 人事 管 理 の集

合 的 側 面 の 尺 度 と して,経 営 側 で の 人事 管 理 ス タ イ ルの あ り方 をマ トリ ック ス

と して 示 した.KesslerandPurcell[1995]の 分 類 で あ る。 この分 類 の 中でKes-

slerandPurcell[1995]尋 ま,戦 後 期 に お け る イ ギ リス 中 心 的 企 業 で の標 準 的 な

人 事 管 理 の あ り方 を 《取 引 主義 的 な制 度 主 義bargainedconstitutional》 と して

示 してい る。 そ れ は,個 々 の従 業 員 に対 す る 人材 開発 活 動 へ の 消 極 性 と労 働 組

合 と の関 係 で の紛 争 の 制 度 化 に特 徴 づ け られ た もので あ り,.ラ イ ン管 理 の あ り

.方 と の関 連 に即 して 言 えば,先 に述 べ た...一時 的取 引 を介 して単 に 同意 を確 保 す

る とい う取 引 主 義 的 な 管 理 と重 な る もの で あ る。KesslerandPurcell[1995]
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は,業 績 考課 給 は こ う した マ トリ ック ス上 に示 され る相 異 な る経 営 ア プ ロー チ

の 表 出 とみ な し うる と言 う。業 績 考 課 給 が 人 材 開発 追 求 の 一 つ の 手 段 と して 活

用 さ れ る場 合,そ う した業 績 考 課給 の活 用 の あ り方 は,伝 統 的 な 《取 引 主 義 的

な 制 度 主 義》 の位 置 か ら マ トリ ック ス の.上方 へ と移 動 しよ う とす る経 営 ア プ

ロー チ を表 出 し う る と.言う。 しか し,そ の業 績 考 課 給 の活 用 の あ り方 が!コ ス

ト最 小 化=労 働 力 の 最 大 限 活用 〉 の ア プ ロ ー チや 賃 金 決 定 過 程 か らの 労 働 組 合

の 排 除 を 主 た る 目標 とす る場 合,そ の 業 績 考 課 給 の活 用 の あ り方 は伝 統 的 な

《取 引 主 義 的 な 制 度 主 義》 の位 置 か らマ トリ ック ス の横 軸 を左 方 へ と移 動 し よ

う とす る経 営 ア プロ ー チ の こ とを意 味 す る と言 う却。言 わ れ る と こ ろの く報 酬

主 導 的 統 合 〉 が この マ トリ ック スの 左 方 へ の 移動 を指 向す る もので あ る こ と は

明 らか で あ ろ う。 換 言 す るな ら,業 績 管 理 の摂 関 に お け る(報 酬 主 導 的 統 合 〉

とは,専 門 ス タ ッフ に よ って 課 さ れ る制 約 や 労働 組 合 との集 合 的 な制 度 的取 り

決 め か ら現 場 ラ イ ン管 理 者 を 解 放 して,経 営 ト ップ の 戦 略 的 意 志 に 沿 って レ

デ ィメ ー ドな労 働 力 の 最 大 限 の 活 用 を 図 ろ う とす る と ころ に,そ して そ の た め

の主 要 な手 段 と して業 績 考 課給 を位 置 づ け る と ころ に,そ の特 徴 を有 す る もの

で あ る と言 い うるで あ ろ う。

4業 績 管理 の展 開における 〈開発主導的統合〉

業 績 管 理 にお け る 〈開発 主 導 的 統 合 〉 とは,人 的 資 源 開 発 活 動 を 通 して企 業

組織 の 長期 的 目標 を達 成 す る こ とに重 点 を置 く もの で あ り,こ う した 能 力 開発

的 指 向 を補完 す る一つ の手 段 と して業 績 考 課 給 を位 置 づ け る もの で あ る こ とが

示 唆 され て きた 。 そ れ故,先 に示 した よ うに,こ れ が ラ イ ン管 理 の あ り方 の ど

の よ う な変 化 と結 び つ い て い るのか を明 らか にす る こ とが,業 績 管 理 に お け る

く開発 主 導 的統 合〉 を考 え る要 点 で あ るみ こ れ に 光 を 当 て る研 究 と して は,

StoreyやWoodら の一 連 の研 究 が 示 唆 深 い。 と りわ け,こ こで 注 目す べ き こ

と は,近 年.のStorey[1992】[1993]の 研 究 やWoodandAlbanese[1995],.

23)KcsslerandPurceU[1995],PP.354..360.
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W。od[1996]の 研 究 が,チ ー ム作 業 の 拡 大 や 訓 練 活 動 に対 す る強 調 の拡 大 と

い っ.た人材 開発 活 動 を指 向 す る よ うな 人 事 管 理 諸 手段 の 変化 とラ イ ン管 理 のあ

.り方 の特 定 の変 化 とが 結 びつ い て い る こ とを,そ れ ぞ れ事 例 観 察 や 計 量 的実 証

を通 じて見 い だ して きた こ とで あ る。

ま ず,Storey[1992][1993]の 研 究 は,イ ギ リ ス の 「中心 的 企 業 」(main-

streamc。mpanies)1誹 土を対 象 に人 事 管 理 実 践 の 事 例 観 察 を行 って い る。 「中

心 的企 業」 ζは,労 働 組 合組 織 化 の 確 立 した,旧 来 か らイ ギ リス労 使 関係 の主

流 を 占 め て きた企 業 或 い は組 織 で あ る とい う意 味 で あ る蜀。 表2は,Storeyが

行 った事 例 観 察 に基 づ く総 括 表 の 一 部 で あ り,こ れ らイ ギ リス 中心 企 業 で の 人

事 管 理 実 践 の 実 際 を 〈ラ イ ン管 理 の あ り方〉 〈主 要 な 人事 管 理 手 段 〉 とい う観

点 で ま とめ た もので あ る。 表.中の ○,△,xは,そ れ ぞ れ 当 該 の項 目 に 関 して

〈重 要 な改 革 が適 用 ・実 施 され てい る こ と〉 〈部 分 的 に適 用 ・実 施 され て い る

こ と〉 〈実 施 され て い な い こ と〉 を 示 す 。 この 表2か ら言 え る こ と.は,一 つ に

は,〈 主 要 な 人 事 管 理 諸 手 段 の変 化 〉 に関 して は人 材 開発 を 指 向 す る よ うな 人

事 管 理 手 段 が そ の 重 要 度 を増 して きて い る とい う こ とで あ る。 コ ミュ ニ ケ ー

シ ョ ンの拡 大 や チ ー ム作 業,訓 練 に付 され た 重 要 度 は,事 例 と して 選 ば れ た企

業 が 旧来 か ら イギ リス労 使 関係 の主 流 を 占め て きた 企 業 で あ る とい う こ とを考

えれ ば,人 事 管 理 の あ り方 に お け る人 材 開 発 を指 向 す る よ うな あ る程 度 の 変化

とい う もの を訴 え て くる もの で あ る。 また,業 績 考 課 給 の 重 要 度 が 相 対 的 に低

い こ と も,.注 目 され る。 ま た,一 つ に は,こ う した 人 材 開 発 を指 向 す るよ うな

人事 管 理 手 段 の 変 化 と結 びつ い て,〈 ラ イ ン管 理 者 の あ り方 〉 に 関 して あ る特

定 の ライ ン管 理 の あ り方 の 台頭 を確 認 しう る とい う こ と.であ る。(ラ イ ン管 理

を前 面 に押 し出 す 構 造 変 化Linemanagementtothe.fore>と は,人 事 管 理 に

おい て人 事 管 理 ・労使 関係 管 理者 で は な く う.イン管 理 者 が 主 要 な 役 割 を 担 って

い る か ど うか を 判 定 す る 項 目で あ る。 〈育 成 ・指 導 す る ス キ ル の 重 視facilita・

tionisprisedskill>と は,人 事 管 理 に お い て,部 下 と交 渉 す るス キル で は な く

24)Storey[1993」,PP.529-553.
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.表2イ ギ1」ス 中心 企 業15社 で の 人 事 管 理 の 実 際

(a)ラ イ ン管 理 者 の あ り方(Linemanagers)

(447)ユ27
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注:1)15社 は 以 下 の 通 り。

1=AustinRover,2=BhtishRa丑,3=BradfordCounci1,4=EatonLtd、,5=Ford,6=

ICI,7=Jaguar,8=Lucas,9=MasseyFergusσn,10=NHS,11=Peugwt-Talbot,12

=Plessy ,13=Rolls-Royce,14=Smith&Nephew,15=Whitbr田d.

2)Storey[1992][1993]とStoreyandSisson[1993]に は,ほ ぼ 同 一 内 容 の 表 が 掲 載 さ れ

て い る が,こ こ で は よ りわ か り や す く ま と ま っ たStoreyandSir...[1993]の 表 を 利 用

し て い る 。

出 所:StoreyandSisson[1四3」Figure1.5よ り 作 成 ワ

部 下 を 育 成 ・指 導 す る ス キ ル が重 要視 され てい るか ど うか を判 定 す る項 目で あ

る。 〈変 革 的 リー ダー シ ップtransf⑪rmationalleadership>と は,人 事 管 理 に お

い て,ラ イ ン管 理 者 の リー ダー シ ップ が一 時 的 な取 引 を介 して 同 意 を調 達 す る

とい う性 格 の もの で は な く組 織 変 化 へ の部 下 の積 極 的 な コ ミ ッ トメ ン トを勝 ち

取 って い く とい うよ り意 欲 的 な ものか ど うか を判 定 す る項 目で あ る25,。全 体 と

して は,各 項 日毎 に程 度 の 相 違 は あ る もの の,組 織 変 化 に 向 け て部 下 の コ ミ ッ

25)Storey[1993],p.532.
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トメ ン トを引 き出 し部 下 を育 成 ・指 導 して い くとい う ライ ン管 理 の あ り.方の 台

頭 を確.認 しう る。

しか し,Storeyの 表2の 示 す もの は,事 例 観 察 に基 づ く調 査 者 の 主 観.的判

断 で あ り,必 ず しも判 断 基準 が 鮮 明 で ない こ とか ら も印 象 の 域 を 出 る もの で は

な い。 こ う した 人 材 開 発 を指 向す る よ うな 人事 管 理 実 践 と ラ イ ン管 理 の 変 化 と

の 問 の結 びつ き を よ り数量 的 に裏 付 け る位 置 に あ る のが,WoodandAlbanese

[1995]の 研 究 で あ る。.WoodandAlbanese[1995]の 研 究 の 理 論 的 前 提 は,経

営 管 理 が 特 定 の 諸 施 策(HCPs;HighCommitmentPractices)を 採 用 す る こ.

とに よ って従 業 員 の コ ミ ッ トメ ン トは影 響 さ れ うる ので あ り,従 業 員 の コ ミ ッ

トメ ン トは管 理 され うる もの で あ る とい う こ とで あ る。 従 って,従 業 員 か ら高

い コ ミ ッ トメ ン トを 引 き 出 そ う とす る よ うなHCPsが 相 互 に 結 合 して 活 用 さ

れ る傾 向 が 見 い だ さ れ る な らば,そ の こ とは,経 営 の 人 事 管 理 実 践 の 基礎 に

個 々 の 人事 管 理 施 策 の 活 用 を 貫 く高 コ ミ ッ トメ ン ト管 理(HCM:HighCom-

mitmentManagement)タ イ プ の ア プ ロ ー チ が存 在 す る こ とを 意 味 す る こ とに

な ろ う%}。 そ の よ う な問 題 関 心 を背 景 に,WoodandAlbanese[1995]は,ま

ず,先 に触 れ たStoreyやPurcellら を 含 む 多 数 の 人 的 資 源 管 理 関連 文 献 の

サ ー ベ イ を 通 して 特 定 の 人 事 管 理 諸 施 策(HCPs).を 特 定 し,製 造 業.プ ラ ≧

ト ・生 産 労 働 者 を対 象 に1986年 及 び1990年 にお け るそ の 実施 状 況 を調 べ てい る。

ユ990年4月 に無 作 為 に 抽 出 さ れ た840の 製 造 業 プ ラ ン トに 郵 送 質 問 票 が 送 付 さ

れ,ユ35の プ ラ ン トよ り回 答 票 が 回 収 さ れ て い る 。

表3は,WoodandAlbanese[1995]の 主 要 な事 実 発 見 を 要 約 して い る。 表

3の 表 側 に は,14のHCPsが1990年 に お け る出 現 頻 度 順 に列 挙 され て い るが,

そ れ ら は く主 要 な 選 抜 基 準 と して の 潜 在 能 力 〉 〈主 要 な選 抜 基 準 と して の コ

ミ ッ トメ ン ト〉 〈特 定 課 業 に縛 られ な い 柔 軟 な 職務 記述 〉(支 配 的作 業 シス テ ム

=チ ー ム作 業 〉 〈生 産 現 場 に まで 及 ぶ チ ー ム会 合 〉 〈生 産 労 働 者 に対 す る正式 の

考 課 〉 等 々 で あ る。 ま た 表 顕 は,当.該HCPの く1990年 にお け る実 施 事 業 所

26)WoodandAlbanese[1995],PP.215-247.
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表3労 働へ の高 ・ ミ.ト メン ト管理を骸 す る人事 管理 の諸実践(HCP・)

人事管理諸実践(HCPs)

主要な選抜基準としての潜在能力

生産労働者自身による品質の自己検証

主要な選抜基準 としてのコ ミットメント

特定課業に縛られない柔軟な職務記述

支配的作業システム=チ ーム作業

生産現場にまで及ぶチーム会合

生産労働者に対する正式の考課

技能の完全活用を目指す職務設計

従業員の目標 としてのキャリア・ラダー

パ ・アファーとしての臨時労働者の存在

二年次以上に及ぶ訓練予算

強制的人員削減を行わない政策

定期的なQCサ ークル

シングル ・ステータス

1990年

、事業所数

2

2

7

3

D

O

O
ゾ

9

1

1

附

66

53

罷

昭

菊

39

26

聡

20

/996年 変化の分類(事業所数)

%:事 業所数1%(0,①

戸0

6

2

9

2

9

9

7

7

7

6

6

4

3

5

3

9

9

6

5

3

3

2

1

1

1

3

6

1

8

2

1

1

1

30

28

33

43

62

77

62

85

17190

1291

81113

131111

〔011)

　6

認

28

42

31

47

お

23

21

22

21

U

n

5

(1,0)

1

5

2

1

2

1

1

0

1
.
4

5

1

0

3

(1,1)

66

幌

69

引

53

B

且0

29

2　

23

18

15

/1

15

て い な注
、〔。、ω 踏 該 入事 管理 実 践 が1986篇 点 に お い て 細D柵 点 に お い て も存 在 し

か った こ とを 示 す。(0,1)tra当 該 人 事 管 理 実 践 が1986年 ・無199W・ 有 を 示 す。 〔110)は

1986年 ・有,1990年 ・無 を示 す。(1、1)1ま1986年 ・有,1990年 ・有 を 示 す 。

出 所:WoodandAlbanese[1995],Table5よ り作 成。

数.率 〉 〈、986年 に お け る実 鱒 業 所 数 ・率 〉 〈・986一・99・年 に お け る変 化 の 分

類 〉 を示 して い る。 表3の 第7列(0,1)を 見 る な ら,1986年 と1990年 の 間 に

従 業 員か ら高 い コ 三 ッ トメ ン トを 引 き出 そ うとす る よ う な ほ とん ど全 て の 人事

管 理実 践(HCPs)の 活 用 事 業 所 数 が大 き く拡 大 してい る こ とが 判 る。 こ う し.

た事 実 発見 か らWoodandAlbanese[1995]が 引 き出 して い る結 論 は,一 つ に

は,1986年 と1990年 の 双 方 を通 して,高 コ ミ ッ トメ ン ト管 理(HCM)と して

扱 い うる ほぼ 同一 パ ター ンの 人事 管 理 へ の ア プ ロー チ が 存 在 して い る こ 牛を確

認 し う る とい うこ とで あ る(表3の 第3列 と第5列 の順 序 の類 似 性 を参 照)。

また,_ら に は,従 業 貝か ら高 い … ト・ ン トを 引 き出 そ う とす る この 人 事

管 理 へ の ア プ ロー チ は,1986-1990年 の期 間 にお い て そ の適 用 を 拡 大 して い る

と い う こ とで あ る。 本 論 の 文 脈 に お い て こ のHCMに 関 す るW⑪odand

1
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Albanese[19951の 事 実 発 見 が 興 味 深 い 点 は,Woodら の 言 う 〈主 要 な選 抜 基

準 と して の潜 在 能 力 〉 〈主 要 な選 抜 基 準 と して の コ ミ ッ トメ ン ト〉 〈生 産 労 働 者

に対 す る正 式 の 考 課 〉 は,組 織 変 化 に 向 け て部...ドの コ ミ ッ トメ ン トを引 き出 し

部 下 を育 成 ・指 導 して い くとい う ライ ン管 理 の あ り方 を示 唆 し てい る とい う こ

とで あ り,〈 チ ー ム作 業 〉 〈特 定 課 業 に縛 られ な い 柔 軟 な職 務 記述 〉 〈生 産労 働

者 に よ る品 質 の 自己検 証 〉.等は 人材 開発 指 向 的 な 人事 管 理 の 展 開 を示 して い る

とい う こ とで あ る 。

次 にWood[エ996]の 研 究 は,.同 一 サ ンプ ルの 製 造 業 プ ラ ン トを対 象 に して,

こ.うした労 働 へ の 高 コ ミ ッ トメ ン ト管 理 の 展 開 が 特 定 の タイ プ の イ ンセ ンテ ィ

ブ 給 と どの よ う に関 連 して い るか,計 量 的 に 検 証 す る こ と を試 み て い る鋤。

WoodandAlbanese[1995]の 調 査 を 通 じて,特 定 の 人事 管 理 施 策HCPsの 採

用 ・非 採 用 に 対 す る 各 プ ラ ン トの 回答 パ タ ー ン,例 え ば 口,0,∵ … 】,α

(1は 採 用;Oは 非 採 用)が 得 られ て い る ので,こ こか ら各 プ ラ ン ト毎 に労 働

へ の高 コ ミ ッ トメ ン ト管 理(HCM)の 強 さ を示 す 尺 度 が構 築 され ,被 説 明変

数 と して採 用 され て い る2%こ の 各 プ ラ ン ト毎 に労 働 へ の高 コ ミ ッ トメ ン ト管

理 の 強 さ を示 す被 説 明 変 数(HCMI990)と イ ンセ ンテ ィブ給 の 諸 方 策 との 間

で 回 帰分 析 が 行わ れ て い る ので あ る。 表4は,そ の 回帰 分 析 の結 果 を ま とめた

もの で あ る。 この表4が 示 して い る こ とは,一 つ には,基 本 賃 金 に対 す る累 積

とい う形 態 で 〈メ リ ッ ト ・ペ イー ノ ン ・ボ ー ナ ス〉 を支 払 ってい た プ ラ.ン トは ,

メ リ ッ ト ・ペ イ を活 用 しな い か違 った や り方で 支 払 っ て いた プ ラ ン トに比 べ て ,

27)Wood「1996],PP.53-74.

2B)各 プ ラ ン トご と に高 コ ミ.ッ トメ ン ト管 理 的CM)の 強 さ を示 す尺 度 を 構 築 す る最 も 簡 単 な 方

法 は,例 え ば}1,0,… …,[,D}と い う 回答 パ ター ンの1の 数 を総 計 す る こ とで あ る。 しか し,

こ こで はW{,【,dら は,潜 在 変 数 モ デ ル と言 わ れ る.手法 を用 い てHCMの 強 さ を 示 す 尺 度 を構 築

して い る 。 この 分 析 手 法 の眼 目は.HCMの ス コ ア リ ン グ にお い て 諸 人 事 管 理 実 践 〔HCP駐)の

持 つ ウ ェ イ トを考 慮 に 入 れ る こ とに あ る 。Woodら に よ れ ば,重 要 度 の 高 い4つ のHCP5は,

順 に 〈主 要 な選 抜 基準 と しての 潜 在 能.加(主 要 な選 抜 基 準 と して の コ ミ ッ トメ ン ト〉.〈従 業 員 の

目標 と して の キ ャ リア ・ラ ダー〉 〈チ ー ム作 業 〉 で あ った 。 こ う した 骨 折 手 法 は,ISの 総 計 よ り

も統 計 的 に 良好 な ビヘ イ ビ ア を.示す こ とが 知 られ て い る。Wo。dら の 活用 してい る手 法 につ い て

は,WoodandAlbanese[1995]及 びWood[19991を 参 照 。
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表4HCMス コ ア と イ ンセ ンテ ィブ給 の 諸 方策

(451)131.

A:HCM1990 B;HCM1990 C.;HCM1990 D;HGMI990
被説明変数

説明変数 β t .1β t β t β t

大量生産セクター 0ユ0 1.30 0.16申 1.98 0.12 1.52 G,16零 1.98

品質の重要性 G.08 o.96 0.13 1.58 O.14象 己.1.72 O.13 1.57

イギIJス資本による所有
一〇

.07 一〇.84 一D .13 一1.63 己一〇.09 一1 .08 一〇.U 一1,38

労働組合承認 一〇.12
一1

.49
虚寧一〇

.17
一2

.06 ⑪.11
一1 .32

一〇
.14

一1
.66

人事管理の戦略的統合 0.40艸 ホ 4.98
寧**O

.37 4.53 0.40零8掌 4.95 o.40牌 串 4.93

雇用規模
一〇.01 一〇,/7 一〇.03 一G.3ユ

一〇.05
一a

,65
ゴ

一〇.03 一〇 .40

メ リ ット ・ペ イー ノ ン ・ボー ナス 0,25緋 ・ 2.90

メ リ ッ ト ・ペ イー ボー ナス .一〇.03
一〇

.38

プ ロフ ィ ッ ト ・シェア リ ングの% 0.20.宰 2.45
. .

個 人別ボーナス 卜
一〇.15. 一1 ,関

集合的ボーナス

脚

O.1311.60

自由度修正済みR' o.27 D.25 D.24 D.24

F値 6.66寧 串* 6.91牌 零 6.44寧 畔 6.52韓 零..

N 124 124 124 124

注:1)*は10%水 準 で 有 意 。 鱒 は5%水 準 で 有 意 。 綿 ㍗ よ1%水 準 で 有 意 。

2)〈 メ リ 。 ト ・ベ ィー 〃 ・ボ ー ナ ・〉 と は,業 績 評 価 〔・・e・i…a・i・・)を 通 して 業 績 を 賃

金 に リ ン ク させ る際 に爵 基 本 賃 金 に対 す る 累 積 とい う形 態 で リ ン クさ せ る もの で あ る。 こ

れ に 対 して,(メ リ 。 ト ・ペ イー オミー ナ ス〉 とは,ボ ー ナ ス の形 態 で リ ン クさせ る も ので あ

る.〈 プ ロ フ ィ ッ ト ・シ ェ ア リ ン グ〉 とは,利 潤 を 基礎 とす る 集合 的 な ボ ー ナ ス施 策 の こと

で あ る。

出所:Wood[1996】,Table11及 びTablelll3:り 作 成 。

よ り高 いHCMス コ ア を 有 す る傾 向 に あ った(A列8行 目の β)と い う こ と

で あ り,ま た,一 ・つ に は,給 与 全 体(paypacket)の う ち 〈プ ロ フ ィ ッ ト ・

シ ェ ア リ ン グ〉 施 策 か ら構 成 さ れ る 割 合 はHCM水 準 と関連 して い た(B列

10行 目 の β)と い う こ とで あ る 。 こ う したWood[1996]の 事 実発 見 が 示 して

い る こ とは,機 能 的 柔 軟 性 や チ ー ム作 業 の拡 大 を 図 るHCM.は,業 績 考 課 給

(メ リ 汁 ・ペ イー ノ ン ・ボ ー ナ ス)や プ ・ フ ィ ・ ト ・シ ェ ア リ ン グへ の 賃 金
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支 払 い シ ステ ム の変 化 を伴 う もので あ った とい う こ とで あ る。 す なわ ち,賃 金

支 払 い シス テ ム の変 化 は,よ.り フ レキ シ ブ ルで よ り人 材 開発 指 向 的 な作 業組 織

の 変化 に従 業 員 を よ り意 欲 的 に順 応 させ て い く一 つ の 手段 と して位 置 づ け られ

て い た とい うこ とて あ る鋤。

以上 のSt。reyやWoodら の研 究 を手 が か りに明 らか とな る く開.発主 導 的統

合〉 の特 徴 は,一 つ に は,一 時 的 な取 引 を 介 して 同 意 を調 達 す る とい う従 来 型

の ライ ン管 理 の あ り方 か ら,組 織 変 化 に向 けて 部 下 の コ ミ ッ トメ ン トを引 き出

し部 下 を育 成 ・指 導 して い くとい う現場 ライ ン管理 の あ り方 へ の変 化 を確 認 し

う る と い う こ とで あ る。 また,一 つ に は,こ の場 合,業 績 考 課 給 は,よ りフ レ

キ シ ブ ルで 人 材 開 発 指 向 的 な 作 業 組織 の変 化 に従 業 員 を よ り意 欲 的 に順 応 させ

て い く,補 完 的 な手段 と して位 置 づ け られ て い た とい うこ とで あ る。 そ して,

一 つ に は
,こ う した ア プ ロー チ も この 人的 資 源 が 活 用 され る様 式 が事 業 計 画 の

成 功 に と って 非常 に重 要で あ る とい う前 提 か ら出 発 す るの で あ り,人 事 管理 の

戦 略 的 統 合 や ラ イ ン管 理 の活 性 化 とい う枠 組 み と整 合 し う る もので あ る,と い

う こ とで あ る。 こ う した あ り方 は,先 のKesslerandPuree】1[1995]の マ ト

リ ック ス(図3)に 即 して言 うな らば,伝 統 的 な 《取 引主 義 的 な制 度 主 義 》 の

位 置 か らマ トリ ック スの 上 方 へ と移行 す る こ とを指 向す る もので あ る と言 い う

る で あ ろ う。 ま た,そ の 場 合,KesslerandPurcell[1995]が 言 う よ うに,業

績 考 課 給 導 入 の 主 た る 目標 が マ トリ ックス の横 軸 左 方 へ の 移 行,す なわ ち 雇 用

関 係 の 個 別 化 に躍 か れ て い るわ けで は な い以 上,挙 ず し も労 働 組 合 や 集 合 的 な

制 度 的 取 り決 め に対 して,不 寛 容 に特 徴 づ け られ る 必 要 に は ない30)。事 実,複

数 の論 考 が業 績 考 課 給 制 度 の設 計 ・運 営 へ の 労 働 組 合 の 参 加 を 契 機 に して,組

合参 加 型 の 労 使 関 係 が 展 開 した事 例 を論 じて い る=】1)。換 言 す る な ら,一 時 的 な

取 引 を介 して単 に 同意 を確 保 す る とい う取 引 主 義 的 な 管理 か ら,組 織 変 化 に対

29)Wuod[1996],p.71,

3D)Kess】erandPurcell[1995],PP.354一 ヨ58.

31>Th【 ♪mpsDn[1992],pp.56-57.及 びTCU[1994],pp.34-37、
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する部下のコミットメントを引き出 し人的資源の開発を行うという野心的な管

理へと現場ライン管理者の位置づけを変更するところに,そ してそ.うした目標

を達成 してい く補完的手段の一つ として賃金システムの変化を位置づけるとこ

ろに,業 績管理の展開における 〈開発主導的統合〉の特徴があると言えるであ

ろう。

m結 び

本 論 を通 して確 認 し得 た こ と は,80年 代 の変 化 と改 革 の時 期 に お け る人 的 資

源 管 理 ・業 績 管 理 の台 頭 は,そ の内 部 が均 一 な 一枚 岩 的 な現 象 で は なか った と

い う こ とで あ る。 よ り精 確 に言 えば,人 的資 源 管 理(HRM)或 い は 業 績 管 理

〔PM)と い う同 一一の術 語 の 下 に,顕 著 に 相 違 す る こ と とな る二 つ の ア プ ロ ー

チ が 包括 され て い た。.

言 わ れ る と ころ の業 績 管 理 の展 開 に お け る 〈報 酬 主 導 的統 合〉 とは,専 門 ス

タ ッフ に よ って 課 さ れ る制 約 や 労 働 組 合 との 関係 で の 制 度 的 取 り決 め か ら現 場

ラ イ ン管 理 者 を解 放 して,経 営 トップ の戦 略 的意 志 に沿 って レデ ィメー ドな労

働 力 の最 大 限 の 活 用 を 図 ろ う とす る と ころ に,そ して その た め の 主 要 な手 段 と

して 成 果 主 義 的 な 業 績 考 課給 を位 置 づ け る と ころ に,そ の特 徴 を有 す る もの で

あ る こ とが 示 され た 。 そ れ は,現 に つ い て い る仕 事 の業 績 に従 って 報 償 し,ま

たペ ナ ル テ ィを与 え る よ う な短 期 主 義 的 な労 働 取 引へ の選 好 を示 す もの で あ っ

て,仕 事 の経 験 の 広 が りや 技 能 の伸 長 を 評価 し従 業員 の技 能 形 成 や 人 材 開発 を

進 め よ う とす る もの で は な い32}。そ れ 故,業 績 管 理 に お け る 〈報 酬 主 導 的 統

合〉 は,人 材 開発 に対 して 消 極 的 な 人 事 管 理 へ の ア プ ロー チ に雇 用 関係 め徹 底

した個 別化 が 加 わ った,伝 統 的 な イ ギ リ ス的 経営 の 短期 主 義 め いわ ば ニ ュー ・

バ ー ジ ョンに他 な ら な い と言 え るで あ ろ う。

一 方
,..一時 的 な取 引 を介 して単 に 同意 を確 保 す る とい.う取 引 主義 的 な管 理 か

ら,組 織 変化 に対 す る部 下 の コ ミ ッ トメ ン トを引 き出 し人 的資 源 の 開発 を行.う

32〕 この点に関しては,小 池[1994],38-40ペ ージが示唆深い。.
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とい う野 心 的 な 管 理 へ と現 場 ライ ン管 理 者 の位 置 づ け を変 更 す る と ころ に,そ

して そ う した 目標 を 達 成 して い く補 完 的手 段 の一 つ と して 賃 金 シ ステ ムの 変 化

を位 置 づ け る と ころ に,80年 代 イ ギ リス に お け る業 績 管 理 の 展 開 の も う一 つ の

変 種 で あ るい わ ゆ る(開 発 主 導 的統 合 〉 の特 徴 が あ る こ とが 示 され て きた 。 こ

う した 〈開 発 主 導 的 統 合 〉 は,確 か に 一面 で は極 端 な ア ンチ ・ユ ニ オ ニ.ズムの

追 求 に特 徴 づ け ら.れて は い な い とい う点 で,戦 後 期 に お け る標 準 的 な人 事 管 理

実 践 との 間 にあ る程 度 の 連 続 性 を 有 して い る と言 い うる。 しか し,他 面 で は,

専 ら賃 金 支 払 い シ ス テ ム に依 拠 して 能 率 管 理 を行 お う とす る よ うな短 期 主 義 的

な労 働 取 引 へ の選 好 か らの 顕 著 な 離 脱 を含 ん で い る 。業 績 管 理 に お け る 〈開発

主 導 的統 合 〉 は,使 用 者 側 で の 人 事 管 理 へ の ア プロ ー チ に,80年 代 以 降,従 業

員 を レデ ィメ ー ドな商 品 ・労 働 力 と して で は な く内 部 で 開発 さ れ るべ き人 的資

源 と して取 り扱 うよ うな開 発.ド義 的 な ア プ ロー チ が 生 み 出 さ れ て きた こ とを示

す もの に他 な らな い。
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